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令和３年３月４日 

                            
 

川嶋委員提出資料（大学入学者選抜のあり方と改善の方向性）に関する意見 

 
内閣府子供の貧困対策に関する有識者会議構成員 

日本大学文理学部 

教授  末冨 芳 

 

１．大学入学者選抜に求められる原則について 

(１) 昨年４月１４日の意見発表において「今回と同様の混乱を繰り返さないための原

理・原則の再構築が必要」と申し上げたが、今回川嶋委員に整理頂いた「３つの原則」

は入試政策に関する過去の学術的知見も踏まえたものであり、概ね妥当と考える。 

 

(２) 同意見発表の中で、「Value（達成すべきとされている政策的価値）の肥大化と

Norm(大学入試が遵守すべき規範＝原理原則)の後退が今回の改革頓挫の本質であった」

旨申し上げた。委員各位がこの意見に賛同してくださるのであれば、本検討会議として

は、単に入試政策が拠って立つ原則を整理するのみならず、頓挫した改革案がこれらの

原則に反していたことが混乱を招いた大きな原因であったことを指摘すべきと考える。

具体的には、外部弁護士の参画の下で作成・提出された「検討経緯の整理」（令和２年

２月７日の第２回検討会議資料）や本検討会議でのこれまでの意見を参考に、各原則の

記述の最後又は枠囲みのような形で、見直しを余儀なくされた施策のどの点がこれら

の原則に反していたのか、端的に記載すべきではないか。 

 

(３) 「原則②」には、「形式的公平性の確保」の観点から、「試験問題やその解答、解

答例、試験の評価判定方法等の選抜基準、受験者数・合格者数・入学者数、男女別合格

率をはじめ、入試に関する様々な情報は適切に公表されていることが必要である」との

記述があるが、下段の「実質的公平性の追求の観点」を加味すれば、公表を促進すべき

情報の対象には、外国籍や日本以外のルーツを持つ学生の受け入れ状況、障害を持つ学

生の受け入れ状況や合理的配慮の提供状況等も含めるべきではないか（→２．（５））。 

 

(４) 「原則②」末尾に「入学者選抜をめぐる地理的・経済的事情への配慮等については

別に詳述する」とあるが、今般の検討の経緯に鑑みれば、単に詳述するにとどまらず、

章を立てて積極的な提言を行うべきと考える。このことについては昨年１２月２２日

に包括的な意見を提出・説明（学修者本位の高大接続政策について－多様な背景を持っ

た学生の受入れへの配慮）しており、その際に多くの委員から賛意を頂くとともに特段

の異論もなかったと認識しており、次回以降の整理メモにおいては、それらの内容を盛
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り込んで頂くよう強く要望するとともに、その後の議論も踏まえて改めて改訂版の意

見を出す予定であることを申し添える。 

  

２．これまでの教訓を踏まえた意思決定のあり方について 

(１) （１．（２）と同様）外部弁護士の参画の下で作成・提出された「検討経緯の整

理」（令和２年２月７日の第２回検討会議資料）や本検討会議でのこれまでの意見

を参考に、①～③のそれぞれの記述の最後又は枠囲みのような形で、頓挫した改革

案のどのような点が問題であったのか、端的に記載すべきではないか。 

 

(２) 一部の政治家や官僚、研究者の思いつきによる根拠薄弱な改革論議を繰り返さな

いためにも、①の「多様な意見の聴取」は重要であるが、外部有識者からのヒアリ

ングは通常で 15分程度、質疑応答を入れても 30分足らずであることも多く、限界

があると言わざるを得ない。今後、入試政策について議論する際は、当該テーマに

関する主要な論者の肯定・否定の主張や関連データの有無等について、広範な文献

レビューを実施した結果を基礎資料（参考文献一覧付き）としてとりまとめること

とし、この基礎資料に委員全員が眼を通した上で、更に深掘りするためにヒアリン

グを実施すべきことを書き込むべきではないか。反論や懸念にしっかりと向き合っ

てこそ政策は磨かれるし、そのようにして練られた政策であれば、その結論の如何

は別として、政策の受け手に一定の納得が得られるものと考える。 

 

(３) ここで整理された「意思決定のあり方」に基づき、本検討会議の議論のあり方を

改めて振り返ってみると、①の「透明性、データの重視、多様な意見の聴取」につ

いては、会議及び資料をネットで全面的に公開しつつ、多くの有識者や当事者から

のヒアリングやＷＥＢでの意見募集、選抜区分ごとの詳細な実態調査や大学の意見

のとりまとめの実施、英語の重要性について考える上での包括的なデータの整理な

ど、他の審議会や有識者会議の範となる取組をしてきたと考える。 

他方、③の「共通テストと個別試験との役割分担」については、本検討会議の主

たる検討対象が令和６年度入試における共通テストを含めた入試のあり方である以

上、第一回共通テストに対する一定の評価の状況（とりわけ４技能評価の扱いが問

題となる英語、記述式が見送られた後の国語、数学）を踏まえて結論を出すことが

極めて重要であることは再度強調しておきたい。 

 

(４) ②の「実現可能性の確認・工程の柔軟な見直し」において、「的確な現状分析に

基づいて改革の理念や方向性を定めた上で検討を進めつつも、検討の過程で実務的

な実現可能性を常に確認し、課題の解消が難しいと判断される場合は工程を見直し

たり、他の方策の適否を検討したりするなど柔軟な姿勢で臨む必要がある。」との

記述があるが、有識者ヒアリングにおける南風原朝和氏、倉元直樹氏、中村髙康氏

等の指摘を踏まえれば、課題の解消が難しい場合は「他の方策の適否を検討」する
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のみならず、「理念そのものの妥当も含めて検証する」ことの必要性を付け加える

べきではないか。理念の肥大化と拠って立つべき原則の後退の危険性は常に意識さ

れるべきである。 

 

(５) 前回２月１７日の川嶋委員提出資料では「新たな協議体を設置し、中長期的な入

試改革の検討を行うべき」旨の提案がなされ、特段の異論はなかったと認識してい

る。この協議体において、今般の改革の頓挫の反省に立って EIPP（Evidence 

Informed Policy and Practice）を進めていく観点からは、データ基盤の充実を提

言に盛り込む必要があると考える。 

① 今回実施した選抜区分ごとの実態調査について、専門家の協力を得ながら、

改めて細部を見直し、定期的に実施するとともに、入試に関して新たに検討

をする際は実態調査を必ず行うことをルール化すること。適切かつ合理的な

政策決定のために必要である。 

② 大学入学者の性別・エスニシティ、出身地域や障害を持つ学生の受け入れ状

況等に関するデータを①に含めるべきこと（英国では調査と情報開示を実

施）(沖 2019 参照,本資料 p.4にデータを示した) 

③ ①の調査には、一般・総合・学校推薦の入試形態と入学後の学修状況、卒業

後の進路の関係等に関する各大学の自己評価・課題認識等についてもアンケ

ート形式で盛り込み、各選抜形態並びに大学入試全体に関するシステマティ

ック・レビューを可能とするべき 

 

３．その他（基礎資料の充実） 

(１) 本検討会議の基礎資料集及び実態調査データは文部科学省の他の審議会や有識者

会議の資料と比べて格段に充実しており、関係者の労を多とする。他方、以下の資

料（別添コピー参照）は特に経済的・地理的事情に配慮した政策の必要性・方向性

について記述する上で重要と思われるので、追加して頂くよう要望する。 

 ① 年収階級別、高等教育への進学率（三大都市圏、その他の地域）（濱中義隆

「大学進学機会の格差と学生等への経済的支援政策の課題」P.58） 

https://www.mext.go.jp/component/a_menu/education/detail/__icsFiles/afieldfile/2017/11/29/1398333_3.pdf 

② 出身地域別・都市規模別の大卒（４年制以上（男性）、短大以上（女性））

割合（松岡亮二『教育格差 階層・地域・学歴』ちくま新書 P.44-45） 

③ １５歳以上人口における短大以上の大卒者割合の推移（松岡亮二『教育格差 

階層・地域・学歴』ちくま新書 P.51） 

④ 生活保護世帯の大学進学率と全世帯の進学率の比較を経年で示したデータ 

  

https://www.mext.go.jp/component/a_menu/education/detail/__icsFiles/afieldfile/2017/11/29/1398333_3.pdf
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